
これからの更生保護事業に関する有識者検討会

第２回会議（平成３０年５月３０日開催）

〇 議事等

１ 各構成員からの挨拶等

２ 事務局からの資料説明等

３ 更生保護事業及び更生保護施設に関する理念，役割及び機能に

ついての検討

４ これからの更生保護事業の体系についての検討

５ その他
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更生保護施設における機能の整理①

○機能に関する検討論点
論点１：更生保護施設として必要的に具備すべき基本機能として何を位置付けるべきか
《実務者の意見等》
・更生保護施設は，行き場のない刑務所出所者などを受け入れ，宿泊場所等を提供しつつ，職員との
安定的な人間関係の中で，社会の中に居場所があるという安心感を与え，社会復帰への意欲を
高めることが基本的な役割であり，そのための機能こそが基本的なものとなると思われる。
・薬物処遇を始めとする専門的処遇を担うための，いわば応用的な機能も大切だが，そもそもの職員
体制が脆弱である施設も多く，まずは最低限備えるべき基本的な機能を整理し，当該機能を果たす
ために必要な体制を担保するためには何が必要かについて検討してほしい。

【具体的検討事項】
・更生保護施設の基本機能として，行き場のない者の宿泊場所の提供などを始めとする様々な事項が
考えられるが，その具体的な機能として何が考えられるか。
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更生保護施設における機能の整理②

○機能に関する検討論点
論点２：更生保護施設における処遇機能として何を位置付けるべきか
《実務者の意見等》
・社会の中で自立した人間として生活していくために必要な生活指導や支援こそ，処遇機能の
基本となるものと考えられる。
・金銭管理指導（金銭自己管理支援），健康管理，就労指導など，どの更生保護施設でも
行われている取組は基本的ではあるものの，必要かつ重要な処遇として評価すべき。
・更生保護施設（職員）が，対象者の支援ニーズに関する専門的なアセスメント能力を有し，
アセスメントを踏まえた支援の取組と，その結果のアセスメントへのフィードバックを経ながら，
地域に繋いでいくことが，関係機関への説得力のある繋ぎとなる。
・アルコール，ギャンブル，薬物などの依存症に関する問題にも更生保護施設内の処遇として
積極的にアプローチする取組を現在でも実施しているが，今後，これら処遇機能を担保する
ためには，知見のある職員の採用も含めた体制整備，研修の充実などが必要となる。

【具体的検討事項】
・更生保護施設の基本的な処遇として，何を位置付けるべきか
・更生保護施設の専門的な処遇として，何を位置付けるべきか
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更生保護施設における機能の整理③
○機能に関する検討論点

論点４：更生保護施設における受刑者等の外出・外泊，外部通勤作業等の受入れ先としての在り方
について

《実務者の意見等》
・他の更生保護施設入所者との接触を避ける必要があるかなど，色々と課題が多い。将来的な可能性
を含めて排除するものではないが，現状の更生保護施設の職員体制では，対応が難しい面もある。
・対象者の社会生活適応性に関するアセスメントをしっかりする，生活環境調整の流れの中で検討する
など，地方委員会・保護観察所がしっかりコントロールする上ではないと，リスクが高く，更生保護施設
に対する地域の不信を招く可能性がある。
【具体的検討事項】

・矯正施設入所者について，外出・外泊，外部通勤等を含めた，更生保護施設による支援の
具体的方策について考えられるものはあるか

論点３：法制審議会等で議論されている更生保護施設の新たな機能について
《実務者の意見等》
・刑務所出所者等の改善更生を促進するため，更生保護施設が実施するプログラムや社会適応訓練
の受講の義務付け，薬物事犯者等に対する更生保護施設への宿泊の義務付け等が有効であると
考えられる。
・更生保護施設で実施するプログラム等の義務付けなどは，運用方法を誤ると，保護観察所で行う
プログラムの代替機関となってしまい，更生保護施設の補導援護施設としての役割や民の主体
的取組など，更生保護施設の処遇としての「良さ」を損ないかねないため，慎重に検討すべき。
【具体的検討事項】
・更生保護施設が実施するプログラム等の受講を特別遵守事項に義務付けることの当否や，更生
保護施設への宿泊義務付けを行うとした場合の運用上の留意事項について
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更生保護施設における機能の整理④

○機能に関する検討論点

論点６：更生保護施設の連携拠点機能に何を位置付けるべきか
《実務者の意見等》
・更生保護施設が連携の拠点機能を有することは，今後の更生保護事業の発展を考える上で，
必要かつ重要なことである。
・更生保護施設が更生保護関係機関やその他の支援機関との連携の要としての機能を有するべき
である。
・対象者の個別支援として，地域において息の長い支援を行っていく上でも，更生保護施設が，困った
ときにはいつでも立ち寄れる拠点としての機能を担うことが大切である。
【具体的検討事項】

・個別対象者支援に関する地域支援機能として，どのようなものが考えられるか
→個別の対象者（元入所者等）を地域の中で支援していくために必要となる具体的な支援機能
・関係機関との連携（ネットワーク）構築機能として，どのようなものが考えられるか
→連携すべき関係機関，連携の在り方等
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論点５：通所や訪問による処遇・支援機能の在り方について
《実務者の意見等》
・退所後のアフターケアこそ，再犯防止の要であり，きちんとした制度化を検討すべきである。
【具体的検討事項】

・退所後の通所等による処遇や支援機能を制度化することとした場合，どのようなメニューが考えられるか



専門的な処遇機能

新たな機能
（居住指定等）

更生保護施設における機能の整理《イメージ図》

関係機関との連携
（ネットワーク）構築機能

個別対象者支援
に関する地域支援機能

更生保護施設として
必要的に具備すべき基本機能

（被保護者の社会的自立
を促進するための）

関係機関との連携機能

更生支援の
地域連携拠点機能

《例えば》
・基本となる処遇機能（金銭管理指導（金銭自己管理支援），健康管理，就労指導など）
・（施設運営の理解を促進するための）地域との関係強化機能
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更生保護施設における役割の整理①
○役割に関する検討論点
論点１：更生保護施設の基本となる役割をどのように整理すべきか
《実務者の意見等》
・更生保護施設は，行き場のない刑務所出所者などを受け入れ，宿泊場所等を提供しつつ，職員との
安定的な人間関係の中で，社会の中に居場所があるという安心感を与え，社会復帰への意欲を
高めることが基本的な役割となるべき。
・更生保護施設は，社会における通過型の施設であるべきで，国から委託を受けた数ヶ月の間に，
地域に出るための力をつけてもらい，施設を出てからも継続的に支えていく，ということが肝要。
【具体的検討事項】
・更生保護施設の基本的役割として，宿泊機能を備えた保護施設などが考えられるところ，これを
含めた基本的役割として，どのようなものが考えられるか。
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論点２：犯罪をした者等の処遇施設としての更生保護施設の役割をどのように整理すべきか
《実務者の意見等》
・更生保護施設は，再犯の不安を抱える被保護者を「生活者」として捉え，社会生活に必要なインテーク
を行い，彼らの課題を整理する役割を担うことが必要。
・更生保護施設における補導援護の実効性を担保するためには，施設職員の専門的スキルが不可欠。
・更生保護施設が犯罪をした者の社会復帰を支える専門施設として，福祉的支援についても，繋ぐだけ
ではなく，自ら福祉支援の提供主体となることも含めて，もっと主導的な役割を担うことも検討すべき。
・現行のフォローアップ事業を広げ，もっと通所による処遇を担うことも検討すべき。
・更生保護施設が行っているプログラム処遇などを地域の対象者にも広げていくべき。
【具体的検討事項】
・更生保護施設として，処遇施設としての役割を強化するために考えられる方策について
例：通所処遇の積極化，施設で実施するプログラム等の生活指導の種類を増やす等



更生保護施設における役割の整理②
○役割に関する検討論点
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論点３：犯罪をした者等の補導を行う施設として，「官」との関係をどのような整理を行うべきか
《実務者の意見等》
・更生保護施設における処遇の実効性を高める上でも，施設職員による対象者への指導・助言は
必要だが，保護観察官との協働体制が機能してこそ効果が上がると思われる。
・遵守事項違反による措置等の指導監督の強権的な面は，「官」である保護観察官が担うべきもの
であることを前提として，更生保護施設の処遇に適切に関わってほしい。
・保護観察官の関与は必要であるものの，関与の方法次第では，民間施設としての良さが損なわ
れることもあるのではないか。
【具体的検討事項】
・保護観察官が更生保護施設の処遇により積極的に関与することとした場合における官民の
役割分担について，どのようなことが考えられるか。



更生保護施設における役割の整理《イメージ図》

更生支援の地域拠点としての役割
《例えば》
・ニーズに応じた長期的な支援を担う役割
・更生保護施設入所者に限らない支援を担う役割
・関係機関の連携拠点としての役割

処遇施設としての役割
（通所等による処遇も含む。）

犯罪をした者等の
宿泊保護施設としての役割 基本的な処遇

の範囲

専門的な処遇
の範囲
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更生保護事業の対象（範囲）についての検討論点

仮釈放

刑務所
被収容者 保護観察対象者 更生緊急保護対象者 「元」対象者

モデル検討例
刑務所出所→保護観察の場合

保護観察
期間満了

更生緊急保護
期間満了

検討論点①

今後，「更生保護事業の
対象となりうる者」として，
支援や関与の余地があ

るか。

課題②
更生保護施設入所者以外
（地区係属ケース等）に
更生保護施設の処遇を
提供する枠組がない。

検討論点②

今後，「通所処遇」の位
置付けを明確にし，更生
保護施設元入所者以外
にも，更生保護施設の
処遇を「通所」の形で提
供することは可能か。

課題①

現状として，生活環境調
整事件が係属していれ
ば，一定の範囲で関与の
余地があるものの，更生
保護事業の対象ではな
い。

検討論点③

更生緊急保護期間の在
り方をどのように考える
べきか，また，更生緊急
保護期間満了後の支援
の在り方をどのように整

理すべきか。

課題④

更生緊急保護満了後を相当
期間を経過した後にも，一時
的，又は継続的に，一般的な
福祉支援ではなく，更生保護
事業による支援を希望する者

も存在する。

検討論点④

更生保護事業ならではの
支援（元対象者という立場
を踏まえた支援）を希望す
る者に対して，支援や関与
の余地はあるのか。

課題③

更生緊急保護の期間が終了
した後は，国（法務省）として
の支援の対象外となるものの，
引き続き更生保護施設にお
ける宿泊保護などの支援を必
要とする者も存在する。

派生する検討論点
身柄拘束がなされていない起訴猶予者や家庭裁判所で不処分となった者等，事業の対象範囲を拡大することについて
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更生保護事業における理念の整理

○理念に関する検討論点

論点：更生保護事業の理念としてどういった要素が考えられるか
《実務者の意見等》
・社会環境の変化に伴い，犯罪をした者等の生活リスクが多様化する中，彼らの問題をある
がままの形で受け止め，彼らの生活全体に関わって社会生活復帰支援を行う中で，
彼らを地域の支援に繋ぎ直していくことが更生保護事業であると思われる。
・朝から晩まで被保護者と相対する施設職員が「人間力」と「人間愛」を持って，犯罪をした
者の処遇の中心となって処遇に当たるということが更生保護事業の基本であると思われる。
・更生保護事業の支援と一般的な福祉との違いは，犯罪をした者等を対象としたものである
という点であり，更生保護事業の他にはない特徴であると思われる。
・更生保護事業（施設）が，それぞれの特性をいかした専門施設となることが望ましい。

【具体的検討事項】
・上記実務者の意見等なども踏まえつつ，更生保護事業の理念として在るべき内容とは
どのようなものか
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現行の更生保護事業法制の基本体系

法律

省令

通達

更生保護事業法

更生保護事業法

施行規則

更生保護事業会計基準の運用上留意すべき事項について

法令

例規

政令
組合等登記令

通知

告示

更生保護事業法施行
規則の運用について

更生保護事業

会計基準

形式的効力：高

低

更生保護事業費

補助金交付規則

更生保護施設における

処遇の基準等に関する規則

更生保護事業会計
基準の施行について

更生保護施設におけ
る処遇の基準等に関
する規則の運用につ
いて

更生保護施設整備に
対する適正な指導監
督について
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事業内容 対象
（法第２条第２項各号）

事業運営に
おける認
可・届出の
要否

法務大臣による監督

継続保護
事業

（法第２条
第２項）

右欄の者を更生保護施設
に収容して，①宿泊場所の
供与，②教養訓練，医療又
は就職の援助，③職業の補
導，④社会生活に適応させ
るために必要な生活指導，
⑤生活環境の改善又は調整
等の改善更生に必要な保護
を行う事業

○ 保護観察対象者
○ 満期釈放者・仮釈放期間
満了者

○ 次の言渡しを受け，刑事
上の手続による身体の拘束
を解かれた者
・保護観察に付されない刑
の全部執行猶予

・保護観察に付されない刑
の一部執行猶予（猶予期
間中の者に限る）

・罰金又は科料
・起訴猶予

○ 少年院退院者 等

法務大臣の
認可を受け
ることが必
要

・適合命令
・事業経営の制限・
停止命令，認可の
取消し

・事業報告
・立入検査
・助言，指導，勧告

一時保護
事業

（法第２条
第３項）

右欄の者に対し，①宿泊
場所への帰住，医療又は就
職の援助，②金品の給与又
は貸与，③生活相談等の改
善更生に必要な保護（継続
保護事業として行うものを
除く。）を行う事業

法務大臣へ
の届出が必
要

・事業経営の制限・
停止命令，認可の
取消し

・事業報告
・立入検査
・助言，指導，勧告

連絡助成
事業

（法第２条
第４項）

右欄の事業に関する啓発，
連絡，調整又は助成を行う
事業

○ 継続保護事業
○ 一時保護事業
○ 継続保護事業・一時保護
事業の対象となる者の改善
更生を助けることを目的と
する事業

法務大臣へ
の届出が必
要

・事業経営の制限・
停止命令，認可の
取消し

・事業報告
・立入検査
・助言，指導，勧告

（注）「法」とは，更生保護事業法（平成７年法律第86号）を指す。

更生保護事業の現行の体系について
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○継続保護事業について（更生保護事業法第２条第２項）
論点：現行の規定では被保護者を「収容して」宿泊を含める各種支援等を行うという整理

となっているところ，宿泊による支援が継続保護事業の全ての基本となるという点
を踏まえて，継続保護事業は宿泊させて，地域生活への円滑な移行・自立を助ける
上で，社会生活に適応させるために必要な生活指導を行う事業であることが明確
となるような規定ぶりにしてはどうか。

○一時保護事業について（更生保護事業法第２条第３項）

論点１：これまでの一時的な保護にとどまらず，通所又は訪問等による継続的な保護をして
行い，地域定着を助ける事業でもあることを明確に規定してはどうか。

論点２：事業の中に，「生活の相談に応じ」るだけではなく，「社会生活に適応させるために
必要な生活指導」が行えることを規定してはどうか。

更生保護事業体系の変更等を検討するに当たっての論点①
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○連絡助成事業について（更生保護事業法第２条第４項）

論点：連絡助成事業に，更生保護に係る関係機関・団体等との連携の拠点としての新たな
役割（いわゆる「更生保護ネットワーク」を構築する事業等）を加えてはどうか。

○更生保護施設について（更生保護事業法第２条第７項）

論点：更生保護施設の定義に，更生保護に係る関係機関・団体との連携の拠点としての
新たな役割（いわゆる「更生保護ネットワーク」を構築する事業等）を担うことができ
ることを法律上明示してはどうか。

更生保護事業体系の変更等を検討するに当たっての論点②
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○事業の名称について
論点：上記の変更を踏まえて，各事業の名称について変更することとしてはどうか。



（定義）
第２条 この法律において「更生保護事業」とは、継続保護事業、一時保護事業及び連絡助成事業をいう。
２ この法律において「継続保護事業」とは、次に掲げる者であって現に改善更生のための保護を必要としてい
るものを更生保護施設に収容して、その者に対し、宿泊場所を供与し、教養訓練、医療又は就職を助け、職業
を補導し、社会生活に適応させるために必要な生活指導を行い、生活環境の改善又は調整を図る等その改善更
生に必要な保護を行う事業をいう。
一 保護観察に付されている者
二 懲役、禁錮又は拘留につき、刑の執行を終わり、その執行の免除を得、又はその執行を停止されている者
三 懲役又は禁錮につき刑の全部の執行猶予の言渡しを受け、刑事上の手続による身体の拘束を解かれた者（
第１号に該当する者を除く。次号及び第５号において同じ。）
四 懲役又は禁錮につき刑の一部の執行猶予の言渡しを受け、その猶予の期間中の者
五 罰金又は科料の言渡しを受け、刑事上の手続による身体の拘束を解かれた者
六 労役場から出場し、又は仮出場を許された者
七 訴追を必要としないため公訴を提起しない処分を受け、刑事上の手続による身体の拘束を解かれた者
八 少年院から退院し、又は仮退院を許された者（第１号に該当する者を除く。次号において同じ。）
九 婦人補導院から退院し、又は仮退院を許された者
十 国際受刑者移送法（平成１４年法律第６６号）第１６条第１項第１号若しくは第２号の共助刑の執行を終
わり、若しくは同法第２５条第２項の規定によりその執行を受けることがなくなり、又は同法第２１条の規
定により適用される刑事訴訟法（昭和２３年法律第１３１号）第４８０条若しくは第４８２条の規定により
その執行を停止されている者

３ この法律において「一時保護事業」とは、前項に規定する者に対し、宿泊場所への帰住、医療又は就職を助
け、金品を給与し、又は貸与し、生活の相談に応ずる等その改善更生に必要な保護（継続保護事業として行う
ものを除く。）を行う事業をいう。

【参照条文】
更生保護事業法（平成７年法律第８６号）〔抄〕



４ この法律において「連絡助成事業」とは、継続保護事業、一時保護事業その他第２項各号に掲げる者の改
善更生を助けることを目的とする事業に関する啓発、連絡、調整又は助成を行う事業をいう。

５ この法律において「被保護者」とは、継続保護事業又は一時保護事業における保護の対象者をいう。
６ この法律において「更生保護法人」とは、更生保護事業を営むことを目的として、この法律の定めるとこ
ろにより設立された法人をいう。

７ この法律において「更生保護施設」とは、被保護者の改善更生に必要な保護を行う施設のうち、被保護者
を宿泊させることを目的とする建物及びそのための設備を有するものをいう。

























《参考》更生保護施設の沿革（更生保護施設検討会報告書の別紙１を加筆）

更生保護施設は，明治２１年に，金原明善，川村矯一郎らの慈善篤志家が，

当時の監獄を出所した者の中で，頼るべき親族等がなく職業に就くことがで

きない者を保護することを目的として設立した「静岡県出獄人保護会社（現

在の静岡県勧善会 」に端を発すると言われている。これを契機に，仏教，）

キリスト教等の宗教関係者を始めとする民間の篤志家によって，各地に釈放

者保護団体が設立された。

その後，民間にゆだねられてきたこれらの事業を，国の制度として確立し，

その発展を求める機運が高まったことを受けて，昭和１４年施行の「司法保

護事業法」により 「司法保護団体」として国の刑事政策上の位置付けを認，

められ，認可制となるとともに，事業経費の手当てとして奨励金が支給され

るようになった。戦後，昭和２５年には司法保護事業法に代わり「更生緊急

保護法」が施行され，同法による認可を受けて更生保護事業を営む者を「更

生保護会」と称するとともに，更生緊急保護の措置を国の責任で行うことを

明らかにし，更生保護会に対し国費による委託費が支弁されることとなった。

戦後間もなくから昭和３０年代初頭にかけて，社会的困窮により犯罪・非

行件数が急増したことに伴い，更生保護会の新規設立が相次ぎ，昭和３４年

には全国で１７２施設に達した。しかし，その後の高度経済成長に伴い入所

する者が減少し，また，助成金・寄附金収入の減少による経営基盤の悪化，

施設の老朽化，所によっては地域住民からの反対運動なども相まって，施設

数・収容定員とも減少傾向を示した。

このような中，平成８年には，更生保護事業の適正な運用を確保し，その

健全な育成発展を目指して「更生保護事業法」が施行され，施設の運営主体

は「更生保護法人」となり，社会福祉法人等と並び公益性の高い法人として

位置付けられるようになったほか，施設の呼称も「更生保護施設」に改めら

れた。

また，更生保護施設の充実強化に向けた取組として，保護局及び全国更生

保護法人連盟により，平成１２年度から３か年にわたる事業として「更生保

護施設の処遇機能充実化のための基本計画－２１世紀の新しい更生保護施設

を目指すトータルプラン－」が実施され，①予算，設備等の充実，②法制度

面の整備，③施設職員の養成，④処遇プログラムの開発等，⑤地域における

更生保護ボランティアセンターとしての機能の充実化の五つを重点事項とし

て各種の取組がなされた。

その結果，更生保護委託費の相応の増額が図られたほか，平成１４年には



更生保護事業法等が一部改正され，更生保護施設に「社会生活に適応させる

ために必要な生活指導」を行わせることができるようになり，犯罪者処遇の

専門施設としての位置付けの明確化が図られた。また，施設職員の育成と処

遇プログラムの開発等については，平成１５年度から３か年にわたる「開

発・養成事業」に引き継がれ，その結果，更生保護施設における基本処遇モ

デルの作成，問題解決の支援を目的とする処遇プログラム（ＳＳＴ，酒害・

薬害教育等）の導入推進，更生保護施設職員研修計画の策定等一定の成果が

得られた。

さらに，平成２１年から，法務大臣が指定した施設に福祉の専門資格等を

有するスタッフを配置して，当該施設において高齢者や障害のある者を更生

保護施設で一時的に受け入れ，高齢や障害の特性に配慮した処遇を行うとと

もに，これらの者を必要な福祉サービス等に移行させるための支援を行う取

組が開始された。これにより更生保護施設関係予算の強化が図られたことは

もとより，従来「就労による自立資金の確保」を自立のモデルとしてきた更

生保護施設にとっては大きな転換期となった。

平成２５年からは，法務大臣が指定した施設に心理の専門資格等を有する

スタッフを配置して，当該施設において依存性薬物等に対する依存がある者

を対象に，認知行動療法に基づくプログラムの実施や自助グループによるミ

ーティングへの参加といった依存性薬物等からの回復に重点を置いた処遇を

行う取組が開始され，更生保護施設の処遇施設としての側面が強調されるこ

ととなった。

平成２９年には，更生保護施設に対するフォローアップ事業の委託の取組

が開始された。更生保護施設の中には，従来から，退所者が任意で施設を訪

問したり手紙を送付したりした際に相談に乗るなど必要な支援を行ってきた

ものも少なくなかった。しかしながら，現に更生保護施設に入所している者

以外の者について，国が更生保護施設に委託して継続的な支援を行う枠組み

が設けられたことは，従来の一時保護事業と異なる新たな取組となった。



更生保護施設の処遇機能充実化
のための基本計画
―２１世紀の新しい更生保護施設を
目指すトータル・プラン―
（平成１２年１月２７日付け更生保護
法人全国更生保護法人連盟・法務
省保護局）

提言「２１世紀における矯正運営及
び更生保護の在り方について」
（平成１２年１１月２８日付け矯正保
護審議会）

更生保護制度改革の提言―安全・
安心の国づくり，地域づくりを目指し
て―
（平成１８年６月２７日付け更生保護
のあり方を考える有識者会議）

更生保護施設検討会
（平成２１年８月２４日付け更生保護
施設検討会委員報告書）

更生保護施設問題検討協議会
（平成２５年２月１日更生保護施設
問題検討協議会結果取りまとめ）

更生保護施設の今後の在り方検討
会
（平成２６年１２月１８日付け更生保
護施設の今後の在り方検討会報告
書）

官との関係について -

民間の更生保護施設の入所者に対
する保護観察官の直接的な処遇関
与を拡充するなど，保護観察所と更
生保護施設の連携を強化し，国が
適切な役割を果たすようにすべきで
ある。

危機場面において保護観察官が迅
速かつ適切に介入ができるよう，緊
急時の連絡体制を確保することは
もとより，日ごろから更生保護施設
と保護観察所とが，各被保護者の
状況について緊密に情報を共有す
るなど連携の強化が必要である。

保護観察所には，更生保護施設に
おける受入れから処遇・退所まで一
貫して，責任を持って関与する姿勢
が不足している。積極的な受入れを
要請される一方，受入れ後の処遇
や退所先の確保策などについて具
体的な方法が示されないため，退
所させる段階で苦慮することが多
い。

更生保護官署（特に保護観察所）
は，更生保護施設に対し，受入れ
から退所まで一貫して関与すべき。
自立困難者が問題を起こした場合
には保護観察所が積極的に介入す
べきであるし，遵守事項違反等の
危機場面に保護観察官がすぐに駆
け付けるなどして，被保護者に対す
る的確な指導・措置を検討すること
が重要。

総論

更生保護施設を処遇の実行機関と
するか，処遇の一部を委託できる
施設とし，更生保護施設が処遇施
設であることを明確化する。

更生保護施設は，かつては身寄り
のない刑余者等に衣食住を提供す
ることを主な役割としてきたが，現
在では，委託される者の大多数が
保護観察対象者となっているなど，
保護観察における処遇の場として
期待されるところが大きい。こうした
現状にかんがみ，更生保護施設が
更生緊急保護にとどまらず，保護観
察を行うにふさわしい処遇機能を備
えるとともに，法的にも保護観察処
遇の中で利用できる施設として明
確に位置付けるための措置を講ず
ることが急がれる。

更生保護施設は自らも受入れの積
極化及び効果的な処遇のあり方に
ついて検討し実施するなどして，犯
罪者処遇の専門施設としての価値
を確立する努力をするべきである。

総論

更生保護施設の犯罪者処遇の専
門施設としての価値が社会に認知
されるよう，更生保護施設と自立準
備ホームの位置付けを明確化す
る，更生保護施設における処遇に
ついて標準化を図るなどするべきで
ある。

対象

更生保護事業法第２条第２項に掲
げられた保護の対象者に準じる形
で国の委託できる対象を拡大する。

保護観察官が，更生保護施設の被
保護者に対して十分な指導監督が
できているとは言えず，また，更生
保護施設職員は実質的には指導監
督的な働きかけをしているので，更
生保護施設に対して指導監督を委
託できるようにすべきではないか。
また，それに見合った委託費を支弁
すべきではないか。

中間処遇

中間処遇制度について，執行刑期
８年未満の受刑者，少年院仮退院
者等にも拡大することを検討する，
実施施設を順次拡大する。
中間処遇プログラムの充実を図る。

今後も相当数の者が本処遇を受け
るものと考えられるので，一層効果
的な中間処遇プログラムの開発に
努め，また中間処遇対象者の拡大
について検討するなどして，引き続
き本制度の充実を図る必要があ
る。

これまでの更生保護施設に関する提言等について

更生保護施設における
処遇について
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のための基本計画
―２１世紀の新しい更生保護施設を
目指すトータル・プラン―
（平成１２年１月２７日付け更生保護
法人全国更生保護法人連盟・法務
省保護局）

提言「２１世紀における矯正運営及
び更生保護の在り方について」
（平成１２年１１月２８日付け矯正保
護審議会）

更生保護制度改革の提言―安全・
安心の国づくり，地域づくりを目指し
て―
（平成１８年６月２７日付け更生保護
のあり方を考える有識者会議）

更生保護施設検討会
（平成２１年８月２４日付け更生保護
施設検討会委員報告書）

更生保護施設問題検討協議会
（平成２５年２月１日更生保護施設
問題検討協議会結果取りまとめ）

更生保護施設の今後の在り方検討
会
（平成２６年１２月１８日付け更生保
護施設の今後の在り方検討会報告
書）

これまでの更生保護施設に関する提言等について

処遇困難者受
入れ拡大

現状の民間の更生保護施設におい
ては，性犯罪，放火等の罪を犯した
者，暴力的傾向を有する者，問題
飲酒の傾向を有する者等について
は，処遇が困難であることを理由に
受入れができないとしている施設も
ある。身寄りのない者の保護を拡大
していくためには，４で述べる国の
施設との役割分担も念頭に置きつ
つ，これらの者の受入れを進めてい
くことが必要であり，そのためには，
処遇機能の向上が不可欠である。

自立困難者の受入れを求められる
が，これらの者の問題に合った専門
的な処遇を実施できる更生保護施
設は少ない。更生保護施設が主に
行っているのは，あくまで一般的な
生活指導である。

退所先確保

被保護者は，敷金・礼金等を支払う
だけの資力がないことが自立の妨
げとなっている場合が多いことか
ら，それを解決するため，地方公共
団体に働きかけるなどして公営住
宅への優先的な入居が可能となる
よう求め，あるいは，将来的に，出
所者等を対象としたグループホー
ムの設置を促進するなどの方策を
検討することが考えられる。

保護観察所から更生保護施設に対
して，自立準備ホームに関する基
本的な情報（空き状況，特色等）の
共有が必要。

就労支援

特定求職者雇用開発助成金等就
職困難者の雇用を促進する措置の
適用対象に，保護観察対象者等を
含めるよう労働省に要望する。

幅広い産業分野における就業先を
確保することについては，平成１８
年度から法務省と厚生労働省が連
携した刑務所出所者等総合的就労
支援対策が実施されていることに
加え，平成２１年１月に経済界が中
心となって，幅広い産業分野におけ
る出所者等の雇用協力事業者の拡
大等に取り組む特定非営利活動法
人「全国就労支援事業者機構」が
設立され，現在，各都道府県ごとに
就労支援組織の設立が目指されて
おり，これら関係府省及び民間団体
との連携の推進が重要である。
協力雇用主を始めとする社会資源
について，更生保護官署と更生保
護施設が共同で利用できるよう
データベース化されることが望まし
い。

被保護者にとって，就労は極めて
重要なテーマであり，更生保護施設
と保護観察所は連携して就労先の
確保に努めるべきである。特に，担
い手不足が問題となっている農林
漁業分野は，今後就労先の開拓を
進めるに当たって検討すべき分野
である。

更生保護施設における
処遇について
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（平成２６年１２月１８日付け更生保
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これまでの更生保護施設に関する提言等について

福祉支援

更生保護施設は，福祉への移行を
必要とする者を積極的に受け入
れ，社会生活に適応させるための
指導や日常生活の訓練，健康維持
のための助言など，その特性に配
慮した処遇を実施することが期待さ
れるとともに，福祉職員の専門性を
より一層向上させるための研修プロ
グラムを策定することが望ましい。
福祉の支援が必要な身寄りのない
被保護者について，当面の宿泊場
所として更生保護施設を活用しつ
つ，日中，社会福祉事業者と連携
し，就労継続支援事業等の福祉措
置を活用しながら就労させること
や，福祉サービスを活用することな
ども検討されるべきである。

現行の指定更生保護施設間に生じ
ている受入れ較差を標準化して，制
度上及び予算上求められている受
入れ先としての役割を果たした上
で，可能な限り早期に全国１０３の
施設を指定できるようにして福祉職
員を配置すべき。

面接

施設への定着や処遇への動機付け
には，初回面接が重要な動きを
持っていることにかんがみ，初回面
接時の留意点等の基本的事項を施
設職員向けにマニュアル化するな
どして初回面接の充実化を図る。

処遇プログラ
ム

施設入所者の特性に応じた適切な
処遇を実施する必要性から，入所
期間別，類型別の処遇プログラム
を策定する。更生保護施設への導
入が考えられるSSTその他の基本
的な処遇プログラムについては，各
施設における導入検討の用に供す
るため，モデル的なものを全国的に
紹介するものとする。

入所者は，個別には様々な問題を
抱えながらも，全員が自立更生とい
う共通の目標を持ちながら集団生
活を営んでいるものであり，こういっ
た集団の持つ力を処遇に生かす技
法の導入は，更生保護施設の処遇
の幅を広げる意味で有効と考える。
特に，ＳＳＴは，すでに複数の更生
保護施設で導入され，高い処遇効
果が認められているところであり，
その全国的普及を図るべきである。
その他薬害教育，断酒会等の集団
処遇，医療，教育等の外部協力者
を導入して行う専門的処遇など，更
生保護施設において有効と考えら
れる処遇プログラムについては，事
例を集積して全国的に紹介するな
どして，その積極的な導入を促進す
る必要がある。

更生保護施設における
処遇について
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これまでの更生保護施設に関する提言等について

薬物処遇

薬物処遇重点更生保護施設で行う
プログラムの内容は，更生保護施
設の実情を十分に加味したものとし
てもらいたい。
就労しながらプログラムを受講させ
ることは困難である。それと同時
に，プログラム受講中の本人の生
活費や医療費をどうやって工面す
るのか考える必要がある。
被保護者の中で，就労しなくてよい
プログラム受講者と，就労しなくて
はならないプログラム非受講者が
混在すると，就労すべき者の就労
意欲が低下するおそれがある。薬
物事犯者を入所させるのではなく，
通所させることが現実的である。

一部猶予制度の施行を見据える
と，重点施設を計画的に増設すべ
きである。

少年処遇
少年処遇特有の問題を踏まえた施
策を検討すべき。

各都道府県において，生活困窮者
を支援するメニューが充実してきて
おり，これら支援メニューの中には
更生保護の対象者が利用可能なも
のも多い。したがって，積極的に情
報収集を行いながら，必要な制度を
活用していくべき。

外部専門家の派遣も促進する観点
から，全更連において外部専門家
の情報収集を行うとともに，報酬，
指導室，指導時間なども含めて部
外支援者を招聘しやすい環境を整
備すべき。

処遇事例の共
有

更生保護施設における基本処遇の
標準化・体系化，被保護者の問題
類型ごとのモデルプログラムについ
ては，処遇事例を積み重ねて，それ
を反映させ，更新・充実していく必
要がある。そのためには参考となる
事例や有効な処遇ノウハウを全国
規模でデータベース化していくこと
が必要である。

処遇の開発検
証

個別処遇の枠組みの中で，保護観
察対象者の多様な問題性・犯罪性
に対応した科学的・効果的な処遇
方法を開発し実施すること，そして，
その効果を客観的に検証し知見を
蓄積していくことが必要である。

更生保護施設による専門的処遇の
開発や調査研究に対して，人的及
び金銭的なバックアップが不十分で
ある。一般的な生活指導のみを実
施する更生保護施設と，特別な指
導を実施する更生保護施設の両方
に対して国が目を向けることをしな
ければ，両方が共に意欲を失ってし
まうおそれがある。

社会資源の活
用

更生保護施設における
処遇について
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更生保護施設における
処遇について

処遇の開発検
証

更生保護施設が国民の期待にこた
え得る専門的処遇施設としての機
能をいかんなく発揮するためには，
これまでの持ち味は十分にいかし
つつも，科学的な根拠に基づく，計
画的，体系的かつ実践的な処遇を
行う必要があり，そのためには，刑
務所出所者等の改善更生と社会復
帰を支援する独自の処遇技術を開
発し，問題類型ごとのモデルプログ
ラムの作成，それらの実施を可能
にする補導職員養成のための研修
体系の作成等を検討する必要があ
る。

フォローアップ

さらに，例えば，更生保護施設に対
し，生活技能訓練や酒害・薬害教育
等の効果的な特別の補導援護処遇
を委託したり，宿泊保護対象者だけ
でなく通所する保護観察対象者に
ついても委託できるように，これに
対する予算措置を行うべきである。

被保護者の再犯防止を確実なもの
とするためには，更生保護施設在
所中の処遇を充実させることはもち
ろん，退所後のフォローアップを充
実させることが必要である。更生保
護施設において，退所者からの相
談に応じるための体制を整備する
ことが望ましい。その際，地域の保
護司会，更生保護女性会，ＢＢＳ会
等の更生保護関係団体や行政機
関等による協力体制の構築も検討
されるべきである。

緊急的な短期入所にとどまらず，通
所形式による委託保護（各種相談，
集団処遇への参加等）を制度化す
ることも考えられる。
施設に相談窓口を設置し，施設に
通って回復プログラムの受講を継
続できるようにするべきである。

生活環境調整

生活環境調整について，最大３か
所の更生保護施設等において並行
して調整される仕組みとなったた
め，精査すべき身上調査書の数が
増え，更生保護施設の事務的な負
担が増大した。また，本来は保護観
察官が作成すべきと思われる支援
計画書の作成に，多大な時間と労
力を割かざるを得ない状況である。

現行の自立困難者加算の拡充や，
当該加算以外の新たな加算措置を
検討していくことが必要。

総論

（現行の委託費は）受入れを決定し
てから実際に帰住するまでにタイム
ラグがあり，かつ，受入れを決定し
ても実際に帰住するか（仮釈放にな
るか）否かが不明であるなど，経営
面で先の見通しを立てることが難し
い。
委託費は更生保護施設における処
遇の対価であるので，処遇の基準
と委託費は連関しなければならず，
委託費を見直す場合は，まず処遇
の基準も見直すというようにしなけ
ればならない。
委託費の対価が何であるかという
基準がはっきりしていないため，委
託事務費の減額を被保護者の処遇
に係る費用の削減によって対処す
る施設が出てくることを危惧してい
る。

今一度，更生保護施設の使命とは
何か，ということについて，処遇実
務に照らして，法令及び予算の観
点から整合性を図ることが必要。
職員体制の抜本的な見直しを検討
することや，通達上の職員配置基
準と予算上の定員基準との乖離に
ついて可能な限り速やかに整合さ
せる必要がある。

更生保護委託費につい
て
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これまでの更生保護施設に関する提言等について

委託費の増額

更生保護委託費の計画的増額を図
る。さらに，施設職員の給与積算に
福祉俸給表を適用することなどによ
る増額措置を講ずる。

国は，更生保護施設が優秀な人材
を確保し育成できるよう，その経営
基盤確立に必要な予算措置をすべ
きである。また，地方公共団体に対
しても民間更生保護施設経営支援
のための予算措置を講ずるよう必
要な働きかけを行うべきである。

更生保護施設の経営基盤を安定さ
せて更生保護施設の新・増設や新
規参入を図るとともに，職員に優秀
な人材を確保して更生保護施設の
処遇機能の一層の強化を図るため
には，現状のように収容実績に応じ
て委託費が変動するのではなく，基
本的には，一定の収容率がある施
設に対しては，人件費等の固定費
を定額で安定的に支給するなど，
委託費制度の抜本的な見直しを検
討することが必要である。

自立困難者加算について，現行の
加算対象となっていない罪名及び
非行名についても幅広く検討するこ
とが必要。

小規模

収容定員との関係においても，定
員２０人以下の施設の委託費単価
が相対的に高い現状について，定
員拡大の妨げとならないような委託
費構造とすることの検討も重要なポ
イントである。

委託事務費単価の減額が小規模
施設に与える影響が大きすぎるた
め，小規模施設においては，職員
数の削減，定期昇給やボーナスの
停止等の措置を検討しなくてはなら
ない事態になっている。他の更生保
護施設と合併しなければ，経営が
成り立たないのではないかと考えて
いる。

インセンティブ

被保護者の処遇困難性の程度や
処遇の内容にかかわらず，ほぼ一
律の単価となっている現行の委託
費について，処遇対象，処遇内容
等に応じたものとなるよう支給基準
を見直すことにより，処遇困難者の
受入れ促進と処遇の充実強化のイ
ンセンティブとなるようなものとする
ことが必要であると考える。

自立困難者は退所までに長い期間
を要するが，加算が認められるの
は６０日間だけであり，実情に合っ
ていない。自立困難者が施設に滞
留してしまい，新規受入れを増やせ
なくなるおそれがある.

地域事情

自立困難者の受入れに応じて加算
されるという仕組み自体については
一定の妥当性があると評価する
が，委託事務費の減額と同時に施
行されたことにより，自立困難者を
受け入れることが，更生保護施設
の経営にとって実質的には必須要
件となってしまった。これは，地域事
情により自立困難者を受け入れる
ことができない更生保護施設の事
情を無視したものである。

その他

　そもそも更生保護施設における夜
間の勤務実態が「宿直」に該当する
のか，あるいは「夜間勤務」に該当
するのかという点を明確にした上
で，委託費の在り方を検討する必
要がある。

更生保護委託費につい
て
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これまでの更生保護施設に関する提言等について

新たな予算

施設整備費補助金その他の公的助
成により，事業休止中の事務経費
に対する新たな予算措置を検討す
る。
入所者の雇用の多くを頼ってきた協
力雇用主の活動を支援するととも
に，新たな協力雇用主の開拓を推
進するための予算措置等を講ず

行き場のない刑務所出所者等の住
居確保に必要となる新たな加算措
置について検討すべき。

採用・育成等

全施設又は特定施設（少年施設
等）の補導職員の増員，夜間２人宿
直性を実現するための非常勤職員
の増員，カウンセラー等の外部専
門官を処遇協力者として導入する
ための予算措置を検討する。
更生保護施設の社会的認知度を高
めるとともに，予算措置等の充実等
により，給与等待遇面の向上を図
り，新規職員を採用しやすい職場環
境を整える。

更生保護施設職員には，入所者の
心身の状態の変化等をいち早くとら
えて適切な対応を採ることや新たな
処遇上の試みを取り入れることが
求められ，このためにも入所者との
コミュニケーションを十分に確保で
きる人的体制の整備が必要であ
る。
更生保護施設の職員体制の整備
は緊急な課題であり，職員の勤務
実態の的確な把握を行った上，補
導に当たる職員の増配置，集団処
遇補助者等の外部の処遇協力者を
導入するための経費等に係る予算
措置を講ずる必要がある。

民間の更生保護施設は，単なる宿
泊施設ではなく，入所者の自立更
生を指導・援助し，その再犯を防止
する処遇施設としての機能を更に
高めていくべきであり，そのために，
処遇施設にふさわしい能力と専門
性を備えた将来性豊かな人材を職
員として獲得し，育成することが必
要である。

更生保護施設の処遇機能を強化す
るとともに，社会の情勢に即した更
生保護事業を展開し得る活力ある
施設運営が確保されるためには，
幅広い層から，更生保護事業に対
する熱意と犯罪者処遇に有用な専
門的素地を有する人材を，年齢構
成の点でもバランスよく確保する必
要がある。

年齢やキャリアに即した給与体系を
整備することや，若年者の雇用を促
進することで計画的な職員の育成
を行うことが求められ，また，福祉
職員と福祉職員以外の職員との給
与ギャップの解消が急務。
組織的な体制強化のためには，施
設長をはじめとする補導職員の業
務実態を踏まえつつ，それら職員に
対する評価の向上や待遇の改善を
図ることも必要。

開かれた施設

更生保護関係ボランティア，地域住
民等が自由に出入りすることがで
き，地域のボランティアが参加する
施設，施設を中心として関連情報を
教諭できるような開かれた施設運
営を目指すものとする。また，地域
住民のために非行相談業務を実施
するなど，積極的案地域貢献の方
策を検討する。

更生保護施設の活動に対する地域
社会の支持を得るためには，地域
の人々が処遇に協力できる機会を
設けたり，あるいは更生保護施設
が蓄積してきた犯罪・非行に関する
ノウハウを地域に還元していくこと
が重要である。こうした観点から，
既に幾つかの更生保護施設におい
ては，地域のボランティアを集団処
遇の補助者として受け入れたり，ボ
ランティアの協力を得て地域の非行
相談業務を実施するなどしている
が，今後，国はこうした活動を一層
推進し，更生保護施設と地域社会
との交流の促進を図るべきである。

更生保護においては，更生保護施
設のほか，保護司，更生保護女性
会，ＢＢＳ会等がそれぞれの立場や
役割に応じて犯罪や非行をした者
の更生保護に尽力しているが，まず
は，これらの個人・団体が有機的連
携を図るとともに，地域の福祉ワー
カーや医療関係者，各種のＮＰＯ等
の参画も得つつ，地域社会のネット
ワークを拡大していくことが必要で
ある。

地域の理解獲
得

地域住民の強い反対から開所が延
期されている施設も含め，計画され
たパイロット的な施設については，
地域住民の不安の解消にできる限
り配慮しつつ，着実に円滑な開所・
運営を図ることが必要である。その
地域に格別の事情があり，一般的・
合理的にみて，諸般の要求を受け
入れることが納得の得られるもので
ない限り，安易に妥協することなく，
国民が平等にその負担を負うべき
ことについて理解が得られるよう努
めるべきである。

地域との関係について

更生保護施設の職員体
制について
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更生保護制度改革の提言―安全・
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（平成１８年６月２７日付け更生保護
のあり方を考える有識者会議）

更生保護施設検討会
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これまでの更生保護施設に関する提言等について

地公体への働
きかけ

地方公共団体が，更生保護を地域
社会の課題とし，自ら更生保護施
設を設置経営することも含め，更生
保護事業に対し積極的な関与，協
力を行うよう，地方公共団体に対し
必要な働きかけを行うべきである。

地方公共団体の理解と協力が不可
欠であるので，国は，地域の特性に
応じ，そのニーズに応え地域に貢
献し得る施設の在り方について検
討を行い，地方公共団体や地域社
会の理解と協力を得るよう努めるべ
きである。

広報活動

インターネットを使用するなどして，
広く更生保護施設の活動とその意
義の広報に努める必要も高まって
こよう。

地域貢献活動
等

地域貢献や環境保全等のＮＰＯ法
人等と連携し，活動の多様化を図っ
ていくことなども検討していくべきで
あろう。

地域への還元

被保護者に対する薬物離脱指導や
家庭内暴力を起こした少年の改善
処遇などを通して得た知識と経験
を，地域の一般市民も利用可能な
サービスとして提供していくことも，
更生保護施設が地域に貢献する方
策と考えられる。

多機関連携に
よる処遇充実

新規職員又は週休代替職員等の
非常勤職員の採用が円滑に行える
よう，地域の更生保護又は社会福
祉関係機関等との協力関係を確保
する。

更生保護施設の収容促進に向けて
は，物理的な収容能力の拡大，処
遇機能の向上と併せて，被保護者
の地域への計画的な送り出しが可
能であること，すなわち，そのため
に必要となる更生保護についての
理解を地域社会から得ていること，
就労支援が機能していること，年齢
や健康上の理由などで就労自立が
困難な者については，これを支援す
る福祉機関や医療・保健機関等と
の連携が築かれていることが重要
である。

多機関が連携できる体制を作ること
により，処遇場面や退所先の調整
等において生じた問題点に対する
関係機関の理解と協力が得やすく
なることを認識すべき。

施設整備について -

中長期的な計画に従い，第二次更
生保護施設整備５か年計画を着実
に推進し，設備面の改善（集会室の
設置，快適な居住環境の確保等）を
図る。

施設整備に当たっては，更生保護
施設にふさわしい居住環境の確保
とともに，集団処遇や地域住民との
交流を可能とする集会室の設置，
高齢入所者の増加に対応したバリ
アフリー化を進めるほか，居住の個
室化を含め更生保護施設にとって
よりふさわしい設備の在り方につい
て，多角的な観点から検討すること
が望まれる。

地域との関係について
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（平成１８年６月２７日付け更生保護
のあり方を考える有識者会議）
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（平成２１年８月２４日付け更生保護
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更生保護施設の今後の在り方検討
会
（平成２６年１２月１８日付け更生保
護施設の今後の在り方検討会報告
書）

これまでの更生保護施設に関する提言等について

業務効率化

パソコン等を活用した事務処理の
効率化，情報交換の円滑化等を検
討する。

被保護者の処遇の実施状況の管
理とそれに伴って必要な会計事務
が効率的に処理できる業務支援シ
ステムが導入されることが望まし
い。
各更生保護施設の特徴となる処遇
分野を明確にした上で，これに見
合った委託の振り分けの機能を地
方更生保護委員会及び保護観察
所が，被保護者の入退所状況を始
め更生保護施設における収容保護
の実施状況を一元的に管理すると
ともに，その情報を踏まえて生活環
境の調整を一層積極的に行い，更
生保護施設における保護の効率化
を図ることが必要である。

研修の充実

更生保護施設職員に対する研修体
系は一応整っているように見受けら
れるが，更生保護施設が，社会内
における犯罪者処遇の専門施設と
しての評価を高めるためには，宿泊
保護施設としての基本処遇及び犯
罪性除去のための専門的分野の処
遇に関しての研修を更に充実して
いく必要がある。

表彰

重要かつ困難な職務に精励する施
設役職員の労苦に報いるため，栄
典，表彰その他その貢献が社会的
に評価される方策を検討することが
肝要である。

新規参入促進

社会福祉法人のほか，ホームレス
支援を行っているＮＰＯ法人等で参
入の意向を示すところもある。こうし
た更生保護法人以外の団体による
参入については，更生保護施設全
体の収容能力を拡大する意味で
も，他分野の専門性をいかした処
遇を導入する意味でも，その促進に
取り組むべきである。

自立準備ホームについて事業法上
の位置付けを整理するとともに，予
算や人材の確保等の態勢整備を行
うべき。

その他
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これまでの更生保護施設に関する提言等について

新規参入促進

参入しやすい環境づくり，例えば，
継続保護事業の認可に当たって，
様々な事業内容や事業形態を許容
することや，委託費の在り方につい
て，専門的処遇に見合った額とする
ことなどを検討し，福祉，医療，教
育，雇用等の分野の専門性をいか
した参入促進を図ることが肝要であ
る。また，参入当初の事業の担い手
確保の支援や運営に関する協力体
制の充実等，事業参入時の負担の
軽減についての配慮も必要となって
こよう。

中長期的展望

中長期的には，収容定員が多数の
大規模施設を設置し，①同種の問
題を有する被保護者を集め専門ス
タッフによる効率的な処遇を行うこ
と，②規模をいかして多様な処遇プ
ログラムや処遇設備を活用するこ
と，③生活・職業訓練や就労促進支
援機能を充実すること，④社会福祉
施設，医療施設などを併設すること
により複合的な問題解決を図ること
等を構想していくことも必要と思わ
れる。

その他
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